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○高松市放置自動車の発生の防止及び適正な処理に関する条例 

平成５年３月25日条例第24号 

改正 

平成８年３月27日条例第４号 

平成26年４月１日用字用語整備施行 

高松市放置自動車の発生の防止及び適正な処理に関する条例 

（目的） 

第１条 この条例は、放置自動車の発生の防止及び適正な処理に関し必要な事項を定めることによ

り、公共の場所の機能の保全と市民の快適な生活環境の維持及び向上を図り、もって良好な都市

環境の形成に資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところに

よる。 

(１) 公共の場所 道路、公園、公営住宅その他国又は公共団体が設置し、又は管理する場所を

いう。 

(２) 自動車 道路運送車両法（昭和26年法律第185号）第２条第２項に規定する自動車をいう。 

(３) 放置 自動車が、正当な理由なく相当の期間にわたり置かれていることをいう。 

(４) 放置自動車 公共の場所に放置されている自動車で、道路運送車両法による運行に必要な

自動車登録番号標若しくは車両番号標を取り付けていないもの又は自動車検査証がその効力を

失っているものその他自動車としての機能の一部又は全部を失った状態にあるものをいう。 

(５) 事業者等 自動車の製造、輸入又は販売を業として行っている者及びこれらの者の団体を

いう。 

(６) 所有者等 自動車の所有権、占有権又は使用権を現に有する者又は最後に有した者をいう。 

(７) 廃物 放置自動車で、自動車として本来の用に供することが困難な状態にあるものをいう。 

(８) 処分等 廃物を撤去し、最終処分し、及び処理するために必要な措置をいう。 

（市長の責務） 

第３条 市長は、放置自動車の発生の防止に関する啓発及び広報活動その他必要な施策を推進しな

ければならない。 

（市民の責務） 

第４条 市民は、放置自動車を発見したときは、市長に対し当該情報の提供に努めなければならな
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い。 

２ 市民は、市長が推進する放置自動車の発生の防止に関する施策に協力しなければならない。 

（事業者等の責務） 

第５条 事業者等は、放置自動車の発生の防止のため、自動車の回収その他適切な措置を講ずるよ

う努めなければならない。 

２ 事業者等は、市長が推進する放置自動車の発生の防止に関する施策に協力しなければならない。 

（放置の禁止） 

第６条 何人も、自動車を放置し、若しくは放置させ、又はこれらの行為をしようとする者に協力

してはならない。 

（調査） 

第７条 市長は、第４条第１項の規定による情報の提供があったとき、その他必要があると認める

ときは、当該放置自動車の状況、所有者等その他の事項を調査するものとする。 

（撤去勧告） 

第８条 市長は、前条の規定による調査の結果、放置自動車の所有者等が判明したときは、当該所

有者等に対し、当該放置自動車を撤去するよう勧告することができる。 

（撤去命令） 

第９条 市長は、前条の規定による勧告を受けた者が、当該放置自動車を撤去しないときは、当該

所有者等に対し、当該放置自動車を撤去するよう命令することができる。 

（廃物認定） 

第10条 市長は、第７条に規定する調査を行ったにもかかわらず所有者等を確認できなかったとき

は、当該放置自動車を次条に規定する委員会の判定を経て、廃物として認定することができる。 

２ 市長は、前項の規定による認定を行おうとするときは、あらかじめ、その旨を告示しなければ

ならない。 

（放置自動車廃物判定委員会） 

第11条 放置自動車の廃物認定その他市長が必要と認める事項について、市長の諮問に応じ、調査

し、審査し、及び判定するために、高松市放置自動車廃物判定委員会（以下「委員会」という。）

を置く。 

２ 委員会は、委員15人以内をもって組織する。 

３ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（処分等） 
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第12条 市長は、放置自動車を廃物として認定したときは、処分等を行うことができる。 

（費用の徴収） 

第13条 市長は、廃物の処分等を行った後に、その所有者等が判明したときは、当該所有者等に対

し、当該処分等に要した費用を請求することができる。 

（国又は他の公共団体に対する要請） 

第14条 市長は、国又は他の公共団体に対し、当該団体が設置し、又は管理している公共の場所の

放置自動車の適正な処理について、必要な措置を講ずるよう要請することができる。 

（関係法令の活用） 

第15条 市長は、放置自動車の適正な処理を行うため、関係機関と連携し、関係法令の積極的な活

用を図るものとする。 

（委任） 

第16条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 

（罰則） 

第17条 第９条の規定による命令に違反した者は、20万円以下の罰金に処する。 

（両罰規定） 

第18条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の

業務に関し、前条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対し、同条

の罰金刑を科する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成５年７月１日から施行する。 

（高松市自転車等の適正な利用に関する条例の一部改正） 

２ 高松市自転車等の適正な利用に関する条例（昭和57年高松市条例第27号）の一部を次のように

改正する。 

（次のよう略） 

附 則（平成８年３月27日条例第４号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成８年10月１日から施行する。 


